
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 2024.8
Vol.22

桂幹（著述家、イメーション社日本法人 元常務取締役）× 中神康議（みさき投資株式会社 代表取締役社長）

「日本の電機産業はなぜ凋落したのか」対談



 

「みさきで『良い経営』を考える」

第 22号の発刊にあたって

「中神さん、『日本企業』なんていう会社はないんですよ」――。
みさきの経営諮問委員を務めていただいている楠木先生から、ときどきくぎを刺されます。

確かに私たちには、ついつい「一般化」してしまう傾向があるようです。これはなにも日本人に
限ったことではありません。 とか という英語があるように、
一般化して分かったような気になる傾向があることは、万国共通なのかもしれません。

一方、投資家として多くの企業を観ていると、日本企業に通底する思考や行動様式、集団心理が
あるように思えることも事実です。『失敗の本質』や『昭和１６年夏の敗戦』といった日本人組
織を鋭く分析した本に触れた時に既視感を覚えることも、多くのみなさんに共通する体験では
ないでしょうか。

号目になる今回のみさきニューズレターは、「日本の電機産業はなぜ凋落したのか 体験的考
察から見えた五つの大罪」という本を著された桂幹さんをお迎えしました。

そこで語られたのは、あちこちの会社で見聞きするような既視感ある指摘の数々。
「自分達が負けるはずがないという過信」、「ズルズルと遅れる事業撤退」、「フワフワと言葉だけ
が躍っているビジョン」…

そして、ご著書の中でもっとも驚いたことのひとつは「米国の株式市場を包括する株価指標ラッ
セル 指数に入る企業で過去二年間に辞任した のうち、 ％は自ら辞任したのではな
く取締役会から引導を渡された可能性が高い」という指摘。

「日本企業の経営」には、どうもまだまだやらなければならないことがたくさんあるようです。
今回のニューズレターが、経営に危機感を抱く幅広いみなさまの参考になれば幸いです。

みさき投資株式会社
代表取締役社長

中神康議



対談「日本の電機産業はなぜ凋落したのか」
桂幹（著述家、イメーション社日本法人 元常務取締役）× 中神康議（みさき投資株式会社 代表取締役社長）

中神 桂さん、私は投資家として日本
企業経営の特質について考える機会が
多いのですが、桂さんのご著書「日本
の電機産業はなぜ凋落したのか 体験
的考察から見えた五つの大罪」からは
たくさんの刺激を受けました。本日は
日本企業が陥りがちな「罠」について
改めて詳しく聞いてまいりたいと思い
ます。最初に、この本を書こうとした
きっかけをお伺いできればと思います。

桂 私は大学卒業後 に入り、記
録メディア事業に従事しました。当時
記録メディア事業は成長産業でした。
ところがその後 年かけてどんどん
縮小していきます。途中で構造転換が
できればよかったのですが、それもま
まなりませんでした。最終的には私自
身が事業撤退の陣頭指揮を取ることに
なりました。
この撤退の中で非常に多くの方々に

迷惑をかけました。また多くの同僚が
会社を去っていきました。これらの辛
い出来事を振り返り、何を間違えたの
かを掘り下げていくうちに、「 つの過
ち」に収斂していきました。過ちはこ
の本では“罪”と言い換えています。
自分が経験したのは主に記録メディ

ア事業でした。しかしこの つの罪は
広く日本企業に当てはまるのではない

かと思い、本という形にまとめました。

中神 ありがとうございます。早速、
つの罪についてお聞かせください。

桂 はメーカーなので、最初に考
えなければいけないのは製品について
です。
デジタル化以前の日本の電機産業の

強みは、高品質・高性能な製品でした。
しかしデジタル化が進む中で製品に品
質差、性能差をつけるのが難しくなり、
ユーザーにも「デジタルなんだからど
れも同じでしょ」という認識が広がり
ます。その結果、製品の差別化が難し
くなり、コスト競争が激しくなりまし
た。にもかかわらず多くの日本企業は、
今までの強みを磨いて高品質・高性能
を追求していれば多少コストが高くて
も勝ち続けられると考えていました。
このような外部環境変化への意識が

薄く内向きになってしまう体質のこと
を、私は「誤認の罪」と名付けました。

中神 環境認識力が弱く、過去の延長
線思考になりがちな日本企業の特質は
よく指摘されますよね。それが当時の

の記録メディア事業にも当ては
まっていたということですか。 つ目
の罪はどんなものでしょう？

桂 年の日経新聞の優良企業ラ
ンキングを見ると日立マクセルが 位、

が 位でした。共に当時は記録
メディア事業が主軸の会社でした。

では記録メディアが全社利益の
割を稼いでいた時代もあったほどで

す。アナログ時代には韓国企業がこの
事業に参入してきたこともあったので
すが、何の影響も受けないほど日本企
業は強かったのです。その中で徐々に
過信が生じていたように思います。
そんな中、先ほど申し上げたデジタ

ル化が起こります。デジタル化によっ
てゲームのルールが変化しているにも
関わらず、「自分達が負けるはずがない」
「競合は日系企業だけ」と思い込んで
いました。
例えば という光ディスクがあ

ります。この開発は日系企業が先行し
ていました。結果として生産も日本企
業が早く始めており、数年遅れで台湾
企業が生産を開始しました。
台湾が生産を開始した際、「台湾企業

なんて競争相手ではない」というのが
私を含めた社内の反応でした。しかし
数年で台湾企業が世界の生産シェアの
％を抑えるに至りました。これは明

らかに自分たちの力を過信しており、
自己分析・競合分析ができていなかっ
た結果だと思います。

日本企業が犯しがちな 5 つの
“罪” 

誤認の罪：外部環境の変化を見
抜けず、従来のやり方に固執 

慢心の罪：勝利が油断を生み、
新興勢力の台頭を許す 



「小さいことは情で、大きなことは
理で処しなさい」とよく言われます。
慢心を感情と捉えると、我々は大きな
ことも“情”で判断してしまい、合理性
の追求ができなかったと思います。こ
れが つ目の「慢心の罪」です。

桂 年代から 年代にかけて外
部環境が大きく変わる中で、多くの日
本企業は短期的な対応に捉われ、中長
期目線の対応ができていなかったとも
感じています。
この時期、バブルが崩壊して企業の

業績が急激に悪化していました。加え
て電機業界ではデジタル化が加速し、
インターネットが普及し始めていまし
た。グローバリズムも加速し、グロー
バルスタンダードを志向する流れが生
まれていました。
このような中で、日本企業は中長期

を見据えた有効な手を打てていなかっ
たのではないかと感じています。例え
ば 等のプラットフォーマーと
呼ばれる企業は、インターネットが広
がった 年代中頃から後半ぐらいに
創業され急成長していきました。
他方、当時、日本企業で「インター

ネットが普及する中で、どのように戦
い方を変えていくべきか？」という課
題について、議論を尽くせていた企業
は殆どいなかったのではないかと思い
ます。

「人間、貧すれば鈍する」じゃない
ですが、会社は追い込まれると視野が
狭くなり、長期的な視点を失ってしま
うというのが、「困窮の罪」です。

中神 記録メディア事業はこの時、ど
のような状況だったのでしょうか？

桂 記録メディア業界でも 年代も
半ばを過ぎると、デジタル化による台
湾勢の台頭やフォーマットの多様化に
より、先行きへの不透明感が広がりま
した。その中で は 年には見
切りをつけて記録メディア事業をスピ
ンオフさせています。

一方、日本企業が記録メディア事業
から撤退する意思決定ができたのは、
それから 年以上経過してからです。

年に、富士フィルムが記録メディ
ア事業の 部門から撤退する意思
決定をします。翌年、 が記録メデ
ィア事業の売却を行います。日立マク
セルは昨年、ようやく撤退しました。
日本企業が未来志向で考えていたら、

もう少し早く抜本的な策を講じられた
のではないかと思います。困窮の罪に
よって長期的な視点を欠いていたので
は、と思えてなりません。

桂 番目は人事制度についてです。
“ジャパン・アズ・ナンバーワン”で
は、日本の労働者のエンゲージメント
の高さ、従業員の主体性の高さが日本
企業の強みとして強調されています。
ロナルド・ドーアも、日本企業の場
合、手で働く者も頭で働く者も公平に
扱われており、組織の中の公平が日本
企業の特徴だと指摘しています。
現在、それらの特徴が失われてきて

いる感覚があります。その原因の一つ
は、組織の中で「公平性」が失われて
いることです。公平性が失われている
と感じると、その当事者はエンゲージ
メントを落とします。例えば今だと現
場の非正規雇用の方、女性の方、外国
人の方等は不公平感を感じ、エンゲー
ジメントが下がっていても仕方がない
と思います。
終戦直後まで日本企業では職員と工

員という二つの身分があり、雇用条件
もまったく違っていました。それらが
戦後の民主化で一本化され、高度成長
の原動力になりました。その強みを失
っている現状は、やはり問題があると
思います。

中神 色々な調査を見ていても、「働
く意欲」「前向きに取り組む」等の指
標がすごく低くなっていますよね。

桂 日本企業では、本社で新卒採用さ
れて幹部になるような人たちの雇用を
守るのが最優先になっています。その

結果として割を食う人たちがいます。
逆に守られている組織の中心にいる人
たちも、雇用が守られる代わりに高度
成長期のようには昇格しないし給与も
上がりません。

中神 多くの日本の経営者の方は、「人
を大切にする」と、おっしゃいます。
ただ、「人を大切にする」というのが「雇
用を守る」ことになっていますよね。

桂 そう思います。ワークライフバラ
ンスで“ワーク”を重視する人は、自己
決定権や承認に喜びを見出しています。
一方、“ライフ”を重視している人たち
は、雇用の安定を重んじています。
ところが実際に会社がやっているの

はその真逆です。ワークを重視してい
る人に雇用の安定を提供し、ライフを
重視している人に不安定な雇用を提供
しています。
中神さんがおっしゃったように「人

を本当の意味で大切にできていない」
というのが つ目の「半端の罪」です。

中神 日本の人事制度が孕む「半端の
罪」。これは大きいですよね。最後の「欠
落の罪」について教えてください。

桂 日本の会社は、ミッションは比較
的しっかりしているが、ビジョンに明
確さが欠けていると思います。
私も経験してきましたが、明確なビ

ジョンがあるとエンゲージメントが上
がります。ゴールが見えますから何を
すべきか、それぞれの部門単位で明確
に分かり行動変容が起こります。明確
なビジョンは非常にパワフルです。他
方、日本の経営者はミッションとあま
り変わらない、フワフワしたビジョン
を掲げられる方が多いように感じます。

中神 ご著書にある、当時のシャープ
が年限を切って具体的なビジョンを掲
げた事例は非常に印象的ですよね。

桂 ありがとうございます。 年に、
シャープの社長だった町田勝彦氏は、

困窮の罪：目先の対応に終始。
中長期目線に立てず 

半端の罪：人を大切にしない中
途半端な人事制度 

欠落の罪：明快な vision を持
つ経営者の欠如



「国内で販売するテレビを 年ま
でに液晶に置き換える」というビジョ
ンをぶち上げました。当時の液晶テレ
ビは世に出て 年ほどしか経過してい
ない黎明期で、ライバル企業は「
年までは、まだブラウン管が主流」と
冷ややかな目を向けていました。シャ
ープ社内の従業員からも懐疑的な声が
多かったと聞いています。しかし、達
成すべき目標がシンプルであり期限も
切られたことで、全社が動き始めます。
コスト削減の切り札となる亀山工場の
建設、「世界の亀山モデル」というブラ
ンドの確立、家電量販店での営業活動
等が一気に進みました。結果このビジ
ョンは 年前倒しして達成されました。
明解なビジョンを描くためには、

年先、 年先の目標を設定する必要が
あります。そしてそのためには、 年
先・ 年先の社会・技術に対する見立
て、未来に対する見識が問われます。

年経過したら結果が出るので、評
価されることに対する覚悟・勇気も必
要です。ビジョンを持ったら、それを
組織の中でシェア・共有する必要があ
りますから説得力も必要になります。

中神 僕の問題意識も、桂さんと同じ
です。ビジョンは本来、経営者がつく
るものですよね。でもビジョンと言う
と「次世代の人たちに作らせよう」み
たいになりがちです。

桂 私は を辞めたあとの 年間、
アメリカ企業で働きました。アメリカ
の企業だと、 はなかなか日常的な
会議には出てきません。 は自分の
描くビジョンと、その実行のために
年先、 年先を考えています。目先の
売上・利益の管理は の役割で、
その辺の権限の分離が明確です。私が
勤めたメーカーでは、 年間の間に
人の がいました。 人とも結局ク
ビになりましたが、ビジョンは明確で
した。

中神 とか という呼称も、
いまは随分と日本の会社に導入されて
います。
ただそもそも論としては、執行と監

督が分かれていて初めて執行サイドに

オフィサーという呼称がつくはずです。
現実には多くの会社で、執行と監督が
全く分離されていません。分離されて
いないのに、オフィサーという役職を
与えていること自体、深く考えていな
いはずなんです。
桂さんの話を聞いて「 つの罪」、ど

れも本当に重いなと感じました。ただ、
つの罪に通底する「人間集団の課題」

があるのではないでしょうか。
つの罪に通底する課題があって、

その上に つの現象が発生しているよ
うな気がしてならないんです。通底す
る課題を解明しない限り、正しい解と
いうのがなかなかみつからないと思い
ます。次は、 つの罪に通底する真因
に迫らせてください。

桂 私は、「本質を問い直すような議論
を避け、恙なく事を進めてしまう風土」
が つの罪の根底にあると思います。
日本の会社ももちろん、嫌というほ

ど多くの会議をやっています。しかし
そういう場で話されるのは、大抵数字
の話が 割～ 割です。正解がある話
題なので、議論が簡単ですよね。
では「正解のない大局的な動き」に

ついて議論ができているかというと、
そうではないように思います。
例えば、私の父はシャープの役員を

しており、 年まで副社長をしていま
した。その父に、「 年代の役員会で、
どうやってインターネットをビジネス
チャンスに変えるのか議論したことは
なかったのか？」と聞いたことがある
のですが、返事は「記憶にないなあ。
円高対策やバブル崩壊の後処理で手一
杯やった」というものでした。役員会
というもっとも上位に位置する会議体
でも、数字の議論が中心で、本質的な
課題を取り上げるのは難しかったとい
うことです。もしシャープの役員会に
代、 代の年配の男性だけでなく、

新しい通信技術の登場にワクワクが止
まらないような人がいれば、結果が違
っていたのではないかと思えてなりま
せん。
この辺は内輪の論理で動く傾向が強

い日本の組織の限界だと感じています。
組織メンバーがもっと多様になり、内
外から様々な情報を入手し、議論を戦
わせることが絶対に必要だと思います。

中神 同質性ですか…。同質的である
からか、日本の人間集団では「そもそ
も論」や「青臭い議論」を嫌いますよ
ね。例えば、先ほど出てきた 呼
称の本質的意味も問い直さない…。

桂 あるかもしれないですね。同質性
の高い組織は壁に囲われていますから、
逃げられないですよね。逃げられない、
逆らえないという空間にいて、活発な
議論ができるかと言えば、正直それは
無理だと思います。これは日本企業が
変えていく必要がある点だと思います。

中神 真因を探っていくために、ここ
でちょっと話を飛ばさせてください。
我々ファンドマネージャーは、株価

の上昇をファンドリターンとしてお客
様に提供しなくてはなりません。この
リターンには 種類あります。β（ベ
ータ）とα（アルファ）です。
βとは、その企業が属する業界並み

の株価リターンのことです。αとは、
その企業独自・固有の株価リターンで
す。われわれファンドマネージャーに
価値があるとしたらβの提供では全然
ダメで、高いαを安定的に顧客に提供
しないといけません。
株価というものは、しょせん「デリ

バティブ（派生物）」です。すべてのデ
リバティブには「原資産」があるわけ
ですが、株価というデリバティブの原
資産は本質的には「経営」であり、直
接的にはその結果である「業績」が原
資産です。
株価というデリバティブにαとβが

あるわけですから、原資産たる業績に
もβとαがあります。その業界の中で
普通にやっていれば出る業績がβで、
平均的な業績以上がαです。企業は普
通にしていると業界並みのβ業績しか
でません。何もしなければ業績は産業
マクロなりに漂流するわけです。
私はそんなものを「経営」と呼びた

くはありません。そんなものは単なる
「運行」だと言いたい。

5つの罪の真因は、本質的課題
に関する“圧倒的”議論不足



一方、ユニークなα業績を出す企業
は、普通なら絶対にやりたくないこと、
しづらいことを、断腸の思いで「決断」
し「断行」します。私は、この決断・
断行こそ、「経営」だと考えたい。そし
て、この「運行」と「経営」を決定的
に分かつものが「人間集団」のクオリ
ティだと考えています。
後半は人間集団が徹底的に議論し、

断行できるようになるための処方箋に
ついて、お伺いさせてください。

桂 私は、アメリカ企業に 年間勤務
したことで、アメリカの会社の仕組み
を学びました。

がボードに選ばれるわけです
が、選抜の段階でビジョンを持ってい
ます。そのビジョンを審査されて、

として適切かが判断されます。ビ
ジョンが会社のゴールに適していなけ
れば 候補からは外されます。選
ばれても結果が出ない、あるいは結果
が遅れるとボードで責められて、最終
的には解雇・更迭されます。
このような緊張感があると「経営者

は、大きなプレッシャーの中リスクを
取って仕事をしている」という意識を
従業員が持つようになります。
日本だと余程の事がない限り、社長

は更迭されません。本に書きましたが
アメリカだと の が更迭され
ています。イギリスも ％超です。そ
れに比べると、日本は一桁なのではな
いかと思います。
報酬への考え方もずいぶん異なりま

す。私は、社長の報酬というものは、
結果を出しているなら、従業員の何百

倍の給与を取っても問題ないと考えて
います。全社から見れば微々たる出費
だからです。それよりどういう結果を
出しているかの方が、よほど大事です。

中神 米国では、社長は従業員の首を
切ることができるが、社長も驚くべき
確率で切られるというのは、桂さんの
本を読んで本当に驚きました。逆に日
本は従業員の首を切れない代わりに、
社長も切られないということですね。

日本と、米国に限らない
だと、どうやらガバナンスの思

想が全く異なるようです。
では、まず株主がい

て、取締役会にはフィデューシャリー・
デューティーが課され、執行と監督も
明確に分かれています。
執行では が自分の内閣を「組

閣」します。 は部下を切ることも
ありますが、結果次第では も切
られます。取締役会もヘタしたら訴え
られます。
全ての仕組みが「フィデューシャリ

ーを果たす」という一点のために組み
立てられているわけです。
他方、日本ではみんなが新卒で一斉

に入社して少しづつ出世していき、ゴ
ールが社長です。社長といっても従業
員代表ですよね。従業員代表としての
位置づけではやれることが限られてし
まうのは致し方ありません。

桂 上に行けば行くほどリスク・リタ
ーンが高いというのが、私がアメリカ
の会社にいて感じたことです。そうい
った意味では、こちらの方が圧倒的に
公平だと感じました。

中神 桂さんご出身の ですが、
年ぐらい前、当時社長だった石黒会

長と話した際、「中神さん、今回人事部
長をドイツ人にしましたよー」とおっ
しゃっていました。
大変驚いたのですが、売り上げの

～ 割が海外になり、日本の人事制度
は全く通用しないので、全部変えよう
ということでドイツ人の方にしたそう
です。
去年久しぶりにお会いしお話を聞い

たら、すごい変化が生まれていました。
まずボードメンバーの外国人比率が

一気に高まりました。経営会議メンバ
ーも半分は外国籍の方だそうです。
また、経営会議メンバーから事業部

長を全部外して、横軸のコーポレート
の人間だけにしたそうです。採用・教
育・選抜・育成・評価・報酬、全て変
えたとおっしゃっていました。
石黒さんは、そもそも「適材適所」

という考え方がダメなんだと。適材適
所というのは、人が先にいて、その人
をいかにうまく活用するかを考える発
想です。逆に、「適所適材」にする必要
があるとのことです。
適所適材とは、例えばグローバル

のスペックや必要な経験を先
に定義し、そのスペックの人が社内に
いれば登用する、いなければ社外から
採用するということです。
ジョブ型の人事制度と言ってもよい

かもしれません。ジョブ型は、「お前に
はこのミッションを任せる。できなか
ったらクビを切る。俺も俺のミッショ
ンを達成できなかったら首を切られる」
という制度です。

桂 本にも書きましたけど、究極的に
は終身雇用・新卒一括採用をやめる必
要があると考えています。
このポジションをやりたい人を内外

に問い、その中から一番適した人がや
る仕組にする必要があります。その代
わり、変な社内の不公平さは取り払う
必要があります。正規・非正規・ジェ
ンダー、国籍といったものを全部取り
払い、ベストな人材を置くことに徹底
する必要があります。

予防策① ガバナンスの本質の
徹底

予防策②：「適所適材」な人事制
度の導入

人間
集団

決断 断行

産業マクロ
なりの
“運行”

業績 株価

β

α

β

α

“経営”



中神 先ほど桂さんから「情と理」と
いう話が出ました。確かにそうなので
すが、そもそも日本企業は理に基づい
て判断する「基盤」が弱すぎるのでは
ないかと思います。

を設定した上で、システム投資
をし、 ＆ 組織を構築して適切にモ
ニタリングしていかないと。製品別・
顧客別・契約別・地域別といった観点
で収益性を見る。さらに だけでな
く、 ・ 等でも見ていく必要
があります。
そういった経営基盤がない中で、合

理で判断しろと言われても無理な話で
はないでしょうか。

桂 時代の成功の指標は売上・利
益までが主でした。資本生産性まで見
て、議論できていたかと言われると、
心苦しい限りです。

中神 パーパス・ビジョンも、社長が
自分の言葉で語った上でそれができな
かった時の覚悟も持たないと機能しな
いのではないかと思います。
パーパス・ビジョンを社内で浸透さ

せ一体感を醸成するために、社内イベ

これは、オムロンさん、リクルートさ
んがうまくやっていると思います。
オムロンだと、

というイベントを毎
年開催しています。５年ぐらい前に当
時の山田社長から、「企業理念の大会を
開くから、中神さん、来てよ」と言わ
れたので行くことにしました。
「“企業理念の大会”って何だろう」

と思いながら参加したのですが、行っ
てみたら、「企業理念に沿った新製品や
サービスがプレゼンされる大会」、もっ
と言うと「企業理念に根差した起業家
たちの世界大会」だったのです。
世界中から何万人もの応募があり、
年かけて選考が進み、本番のプレゼ

ンは創業の日に行われます。企業理念

とビジネスをリアルに繋げる仕掛けに
なっていて、非常に感激しました。

桂 私は大きな企業を経営したわけで
はなく、ずっと現場にいました。立派
な経営者がいて、決断がされて、それ
を実行するのが現場です。その現場の
エンゲージメント・モチベーションで
経営の結果もおのずと変わってくると
思います。
一人一人の社員が持てる力を存分に

発揮できる環境をいかにつくるかが、
年、 年という長期の視点で見ると、

企業の大きな実力差になって現れるの
ではないかと思います。現場のエンゲ
ージメント・モチベーションを向上さ
せる上で、明確なビジョンとその浸透
は非常に大切です。

中神 企業を変えていくために投資家
ができることはなんでしょうか？

桂 これはもう明解で、同質性の高い
組織に、最も新鮮な空気を入れられる
のは投資家の方です。
労働組合の現状を考えると、従業員

は残念ながら力を分散されてしまって
おり、従業員起点で何か変化を起こす
のは難しいと思います。学者の方も、
何か相談が来たらサポートできると思
いますが、企業側から相談することは
少ないようです。
そうすると何か変化をもたらせるの

は、投資家の方だけです。これからは
投資家の方の意見を経営者は聞いてい
く必要があるし、聞かざるを得ないと
思います。中神さんのご著書『三位一
体の経営』を読んで、ぜひこれを実現
して頂きたいと思いました。

中神 「投資家が最も新鮮な空気を入
れられる存在」というのは、本当にそ
うかもしれませんね。今日は、本当に
ありがとうございました。

年 月 みさき投資オフィスにて

予防策④：「心に火をつける」ビ
ジョンとその浸透の徹底

予防策③：合理性に基づく意思
決定を促す経営基盤整備

投資家は企業に新鮮な空気を
入れられる存在

※本誌に掲載されている企業についての言及は、当社の過去の
投資実績、現在の投資方針を示唆するものではございません。 

みさき投資株式会社
ビジネスデベロップメント

メガバンクや ファンドでの勤務を経て、
投資先企業に深く関与しながら経営に伴走
するアプローチに共感し、 年 月にみ
さき投資に入社しました。
国内外の機関投資家の皆様への 活動を
通じて、弊社の投資哲学とエンゲージメン
ト活動について臨場感をもってお伝えする
とともに、安定したファンド運営および運
用資産の持続的な成長に貢献していきたい
と考えています。

著述家
イメーション社日本法人 元常務取締役

年生まれ。 年に に入社し、
記録メディア事業部門に配属となる。
年に同事業部門の米国子会社へ出向。米国
現地法人では経営企画を担当し、 年に
同社の副社長に就任する。 年に米国へ
の事業売却に伴い出向解除となり、帰任後
売却先のイメーション日本法人へ転籍。
年に同社の常務取締役に就任するも、
年に事業撤退により退職。一連の経験

を踏まえ、 年に「日本の電気産業はなぜ
凋落したのか」（集英社）を上梓。

桂 幹 氏

飯岡 靖武
ントをうまく活用することも大事です。



年の東日本大震災・福島原子力発電所事故の後、私は、経済産業省から福島復興局に出向
し、被災された市町村の復興支援に携わったことがあります。

そこで目の当たりにしたのは、「リーダーシップ」の重要性です。

私は、震災からの復興が早かった市町村の一つを担当しました。相対的に被害が少なかったこ
ともその市町村の復興が早かった理由の一つですが、振り返ってみると「リーダーシップ」の在
り方も大きく影響しているように感じています。

その市町村の首長は「震災・原発事故」という、大きな“環境変化”がある中で「インフラの破損
状況」「放射線濃度」等の“事実関係”を早急に集め、“専門家の方とも徹底して議論”をしたうえ
で「我々は半年以内に住民の帰還を実現する」という“ビジョン”を掲げました。

原子力発電所から 圏内は完全避難地域となっていた時であり、「故郷に戻れる日は来るの
か」「事故の責任は日本政府。まずは政府が責任取るのを待つべき」等の風潮も強い中で、かな
り思い切ったビジョン設定だったと思います。“明確なビジョン”を掲げたことで、奮起した現場
リーダーの方々が「どうしたら早急に生活を再開できるか」という発想で動きだし、ビジョンが
行動変容を起こしていました。

また、日本政府の職員であった自分達が議論に加わることで「刺激になった」と首長さん・スタ
ッフの方々から声をかけて頂くこともあり、この経験は「外部から企業に働きかけ、変化の触媒
となる」という、今に続くキャリアを選ぶきっかけにもなっています。

このような「リーダーシップ」が取れる状況を、企業において、「平時」に「再現性をもって」
実現するには、どのような仕組みがあれば良いのでしょうか？

それがまさに、今回の対談でも議論となった「ビジョンを持ったリーダーを選抜するガバナン
ス」であり、「リーダーの意思決定をサポートする経営基盤」であり、「リーダーの意思決定・思
想を隅々まで浸透させる組織」であり、「外部から視点を投げ込む投資家との健全な関係」だと
考えています。

「資本市場と経営」の在り方をリードし、企業に新鮮な空気を入れられる存在であり続けたい。
そんな思いを新たにした対談でした。

ディレクター
吉原 正淑

編集後記

※表紙の写真 秋田県にかほ市と山形県遊佐町の間に位置する三崎公園。日本海に沈む夕日を眺められる景勝地として知られる。


